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平成２０年度外部評価実施概要 

１． 評価委員 ○委員長、敬称略 

伊藤 利之 （福）横浜市リハビリテーション事業団 顧問 

上野 照剛 九州大学特任教授 東京大学名誉教授 

植村 英晴 日本社会事業大学教授 社会事業研究所長 

岡部 洋一 放送大学副学長 東京大学名誉教授 

○ 越智 隆弘 大阪警察病院 院長 大阪大学名誉教授 

田中 敏雄 （財）社会福祉振興・試験センター理事長 

長岡 英司 筑波技術大学障害者高等教育センター教授 

山内 裕雄 順天堂大学名誉教授 

米本 恭三 東京都立保健衛生大学名誉教授 

２． 評価委員会 

第１回評価委員会 

日 時： 平成２０年１２月１３日（土）１０：００～１５：００ 

会 場： 国立障害者リハビリテーションセンター研究所第一会議室 

議 事：  

１． 開会、研究所長挨拶（諏訪 基研究所長） 

２． 委員長互選、委員長挨拶（越智隆弘委員長） 

３． 研究所概況等説明（諏訪 基研究所長） 

質疑応答 

４． 各部の状況の説明 ［各部３０分］ 

① 運動機能系障害研究部（中澤公孝部長） 

質疑応答 

② 感覚機能系障害研究部（中島八十一部長） 

質疑応答 

③ 福祉機器開発部（井上剛伸部長） 

質疑応答 

④ 障害工学研究部（加藤誠志部長） 

質疑応答 

⑤ 障害福祉研究部（南雲直二室長） 

質疑応答 

⑥ 補装具製作部（飛松好子部長） 

質疑応答 

⑦ 発達障害情報センター（深津玲子センター長） 

質疑応答 
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５． 総括質疑応答  ［３０分］ 

６． 閉会、閉会挨拶（諏訪 基研究所長） 

所内見学：  １５：００～１６：００ 

第２回評価委員会 

日 時： 平成２１年２月２６日（木）１８：００～２０：３０ 

会 場： 学士会館本館会議室 

議 事：  

１．開会、開会挨拶（諏訪 基研究所長） 

２．総長挨拶（岩谷力総長） 

３．委員長挨拶（越智隆弘委員長） 

４．外部評価委員会報告書（素案）取り纏めについて（越智隆弘委員長） 

質疑応答 

５．対処方針案の作成について（諏訪 基研究所長） 

質疑応答 

６．総長挨拶（岩谷力総長） 

７．閉会、閉会挨拶（諏訪 基研究所長） 

３． 評価委員会資料 

（１） 平成 20 年度評価委員会資料 

（各評価委員に事前に配付し、事前評価を実施） 

（２） 評価委員会名簿 

（３） 平成１７年度～平成 19 年度の評価書 

（４） 研究所評価委員会設置要綱 

（５） 厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針 

（６） 国立障害者リハビリテーションセンターの今後のあり方に関する検討会中間報告書 

（７） センターパンフレット 

（８） 当日プレゼンテーション用パワーポイント資料の写し一式 

以 上   
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平成２１年３月３０日  

国立障害者リハビリテーションセンター総長 

岩谷 力 殿  

国立障害者リハビリテーションセンター研究所長 

諏訪 基 殿  

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

研究評価委員会委員長    越智隆弘  

評 価 報 告 書 

 今般、国立障害者リハビリテーションセンター研究所研究評価委員会規程に基づき、平成１７年

度から平成１９年度に係る国立障害者リハビリテーションセンター研究所（以下「研究所」という。）

の機関評価を実施し、その結果について下記のとおり取りまとめたので報告する。  

 

記  

１ 研究・開発・試験・調査・人材養成等の状況と成果  

 

研究所は、障害者の社会参加とＱＯＬの向上を促進するためのリハビリテーション技術、支援シ

ステム、支援技術に関する調査及び研究を行う厚生労働省の政策研究機関として、国立障害者

リハビリテーションセンター（以下「センター」という。）の他部門と連携を諮りつつ、その所掌事務に

係る調査研究業務等を着実に実施してきている。  

平成２０年１０月１日に厚生労働省令並びに厚生労働省組織規則の一部改正が行われ、当セ

ンターの名称が国立障害者リハビリテーションセンターに改められ障害者自立支援法の下での運

用が始まったことにより、研究所の研究対象とする障害種別が身体障害に限定されないことが確

認された。今後は、従来から取り組んできた高次脳機能障害を始め精神障害、知的障害など、国

として支援技術の開発を進めるべき障害分野に積極的に取り組むことになる。 

研究所は設立以来 25 年間で国際的学術ジャーナルへの論文投稿、特許の取得、知的財産権

の取得と成果の実用化という研究機関としての資質を備えるに至り、国際共同研究、国内他機関

との共同開発、センター内の連携などを通して着実に成果をあげてきている。政策への協力では、
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高次脳機能障害支援事業の中心的推進や発達障害情報センターの運用など積極的な取り組み

が行われてきている。 

研究所は、医学、理工学、社会科学、行動科学、心理学などの専門家による学際的な研究を

進めており、脊髄損傷者の歩行機能再獲得、高次脳障害の評価技術、聴覚・言語障害をもつ障

害者に対するリハビリテーション、重度障害者向け新型電動車いす、認知障害や精神障害をもつ

障害者の情報・コミュニケーション支援技術ならびに就労支援技術、遺伝性視覚障害者の遺伝因

子の解明、障害者ならびにその家族を支援するコミュニティー力強化手法など、中核になりうる研

究とともに、最近はニューロリハビリテーションやブレインマシンインターフェースなど、脳科学の研

究との連携によって脳活動に基づく新しい研究の芽が育ちつつあり、研究所の組織を超えた横断

的な研究スタイルも定着してきている。 

近年の障害者施策や社会経済情勢、さらには国以外のセクターによる障害者支援の状況の変

化など、国立更生援護機関を取り巻く環境がセンターの設立された３０年前と大きく変わってきて

いることから、国立更生援護機関の今後のあり方の検討が外部の識者により進められているとこ

ろである。 

 
各研究部の現状等については以下のとおりである。 

 
運動機能障害研究部では、主要研究課題である脊髄損傷のニューロリハビリテーションに関し

て、損傷脊髄の再生誘導を目指した基礎研究とヒトを対象とした臨床的研究の両面から研究を進

めてきた。基礎研究においては、損傷脊髄を再生するという根本的解決には未だ至らないものの、

動物実験レベルで着実な進展があった。臨床研究では、脊髄損傷の新しいニューロリハビリテー

ションの理論的基盤構築につながる新たな知見を次々に見出すことができた。 
 
感覚機能障害研究部は脳機能計測のスキルをもつことから、高次脳機能障害の診断評価技

術を開発し、さらには音声言語機能障害を脳機能面から診断し、訓練評価をする方法を開発した。

一方、ろう者の社会参加に資するために日本手話の電子辞書を作成し、共通言語化を図るなど

の成果をあげている。 
 
福祉機器開発部では、行政貢献を目指した研究と最新の福祉機器開発研究のバランスをとり、

国立研究機関としての役割を十分に果たしている。行政貢献では、厚生労働省の補装具費支給

制度における座位保持装置の安全基準策定および改定に向け、実際の使用場面での力学デー

タの取得と、それに対応した試験方法の修正を提案した。また、科学技術振興調整費で実施した

先端電動車いすの開発では、産業技術総合研究所、東京大学の持つ先端技術と、利用者のニー

ズや利用状況とのマッチングを行い、実用的な機器としてまとめ、3 年間で実フィールドでの実証

までを行った。このプロジェクトでは、福祉機器の専門集団としての知見を十分に発揮し、新たな

技術開発における当研究所の役割をあらためて示したといえる。 
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障害工学研究部においては、「網膜色素変性症の遺伝子診断技術の開発」、「高次脳機能障

害者用メモリアシストの開発」、「動力股義足の開発」など広範囲の先端技術を取り入れた研究開

発を行い、実用化可能な成果を得ている。また、これらの研究を実施するに当たり、他の研究部

や企業のみならず、病院・他のリハビリ施設などの臨床現場と密接な連携を図っている。 

 
障害福祉研究部では障害者の情報格差解消を実現することを目的に、アクセシブルなマルチメ

ディア技術の国際規格を開発している。その活用例として災害準備・教育の介入を行い地域の共

生社会化を促進した。当事者参加型の戦略的な国際共同研究体制を構築した点が独創的である。

ほかにも、三障害と発達障害・高次脳機能障害について学際的に心理、家族、経済、身体障害者

補助犬に関する研究を実施し、実用的・学術的成果をあげている。 

 

補装具製作部は義肢装具士で構成されており、義肢装具の製作を通じて義肢装具に関わる臨

床的な問題の解決のための研究活動、義肢装具の普及活動、義肢装具製作の技術移転を行っ

ている。製作時間短縮、リハビリテーション推進のために即時適合可能な義足用採型装置の開発

をおこない、また、切断者の動向把握と、今後の研究のために補装具製作部を利用した患者のデ

ータベースを製作した。 
 

発達障害情報センターは平成 20 年 10 月に厚生労働省より移管され、発達障害のある人が乳

幼児期から成人期まで、保健・医療・療育・教育・福祉・就労の分野での支援を円滑に受けるため

の情報を提供することを使命としている。今後はこれに沿って情報の収集・分析・発信及び調査研

究等を行い、発達障害者本人・家族、援助者に対する支援を図り、さらに広く国民の理解を得るた

めの活動が期待される。 

 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 研究所は、国立唯一の障害者研究の拠点であり、医療・福祉の臨床現場を有するなど他の

大学・研究所にはない優位性を活かしつつ、国立研究所としてのミッションの達成に向けて

の一層の努力と、リーダーシップの発揮を期待したい。 

 研究所本来の業務の他にセンターの他部門と連携して、センターとして障害者の医療並びに

リハビリテーション技術の臨床開発研究機能と情報発信機能の実現を図ることをもくろんでも

良いのではないか。研究所として具体化に貢献する方策を検討してほしい。そのためにも、

臨床データや社会的ニーズの集積と評価分析を行うことにより、障害者施策に反映できるよ

うな研究テーマの企画立案を行う機能の強化が必要である。 
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 旧名称「国立身体障害者リハビリテーションセンター」の変更により、「身体」が取れ対象範囲

が広くなったことから、それに見合う機能を十分に発揮させるために、人員、研究費などの拡

大を働きかけるべきではないか。 

 研究成果等を踏まえ、行政に対して積極的に政策提言を行っていくこと。 

 ロコマットの訓練で制度上入院患者を対象にできないことなどから、少数の症例とどまってい

るとあるが、成果が上がっているので幅広く使用できるように工夫すべきではないか。 

 感覚機能障害系研究部においては、機器開発から特定の障害者を対象とした政策研究まで

幅広く研究対象として取り組んでいるが、どれも規模の大きな普及や啓発のためには他の領

域や機関の研究者と連携を深めるべきではないか。 

 福祉機器開発部においては、義肢、感覚障害、高齢者、認知症と広い領域に関して、現場か

らのニーズと先端的な技術のマッチングを図り、福祉機器の研究に取り組んでいる点は評価

できる。今後、福祉機器の研究に関して、日本全体の方向性を導くような中心的な存在とな

るべく、さらなる進展が必要である。また、日本の代表として、国際舞台への展開も積極的に

進めるべきである。 

 動力股義足はすばらしい技術であるので、今後実用化を図って欲しい。マーケットが小さい

福祉機器に関して、市販化に向けた方策も考える必要がある。 

 北海道浦河町のフィールドスタディーについては、地域にどのように貢献したのか。今後の見

通しはどうか。 

 筋電義手の普及について、正しく装着し支援する能力を有するところは限られているので、そ

の施設を限定して支給する方法が考えられるが、その仕組みを具体化して政策提言してほし

い。 

 発達障害情報センターについての今後の展開はどのように考えているか。 

 

２ 研究開発分野・課題の選定  

 

研究所では、学際的な研究集団を構成することにより、障害のとらえ方が医学モデルと社会モ

デルとの共生の上に立って研究を推進している。このことは、医療から社会サービスまでを一貫し
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て提供するシステムの追及を進めようとしているセンター全体の理念との整合もとれているといえ

る。研究開発分野や課題の選定では、国連の障害者権利条約の実現を視野に入れつつ、我が国

の障害者基本法が掲げる障害者の社会参加とＱＯＬの向上を促進するためのリハビリテーション

技術、支援システム、支援技術に関する調査及び研究を行う厚生労働省の政策的研究機関とし

て必要な配慮が行われている。 

課題の選定は、研究所の部長会での議論を経て、センター全体の幹部会で承認を受ける手続

きを踏んでいるが、タイムリーな課題の設定が可能なように研究所では随時検討作業が進められ

ている。今般のセンター名称の変更に伴い、研究課題は障害全般を対象とすることになっており、

すでに身体障害分野以外のテーマが取り上げられるようになってきている。今回の評価期間にお

いても、こうした議論・決定を経て、障害者の自立と社会参加を支援する技術並びにシステム等の

様々な重要政策課題についての研究開発並びに調査研究が進められていることは評価できる。 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 先駆的な研究課題と臨床現場のニーズに応えるための研究課題の両者とも積極的に取り上

げようとする努力は評価できるが、基礎的研究課題と応用的研究課題のバランスを常に考

慮して進めてほしい。また、現時点では他機関では症例が少なくて効果的な臨床研究ができ

ないような障害に関して、ナショナルセンターとして積極的な取り組みを期待したい。そのた

めにも、センターとして重点課題を検討し戦略的に症例を集める方策を駆使するなど、現場

のニーズに応え、かつ先駆的な意義のある研究の推進に向けてマネージメントに工夫の余

地があると考えられる。 

 臨床現場の課題を解決するための研究課題の推進では、組織横断的な取り組みが不可欠

であることから、センター内の部門間での連携と必要な専門スタッフの活動を円滑かつ効果

的に引き出す仕組みが必要ではないか。そのための方策としてセンター内に研究期間と目

標を明確にしたプロジェクト研究の実施体制を検討し試行してみては如何か。 

 高次脳機能障害の取り組みでは、研究所がコアとなって幅広く他機関と連携を進めることに

よって効果的な事業展開を図ることができたが、今後もこのようにナショナルセンターとして

他機関との連携を必要とする課題の推進が研究所に期待されると考えられることから、今ま

でのノウハウの蓄積と活用、人材の養成などの努力を怠らないでほしい。 

 重点化する研究分野については、選定する手順が現時点で必ずしも明確になっていない。

今後、研究所として課題選定の機能を整備しておく必要がある。 
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３ 研究資金等の研究開発資源の配分  

 

一般会計予算の配分に関しては、研究所部長会で予め整備計画を検討し、研究態様、研究・

流動研究員数などの基盤的要因と、研究所としての重点化の要因のバランスをとりつつ、予算制

度の制約の中で適正に行われている。 

プロジェクト研究、外部資金による研究経費（厚生労働省科研費、文部科学省科研費等）は、

直接経費は担当研究部がほぼ全額活用できるように配慮されている。文部科学省科研費の間接

経費に関しては、その一部を新規課題の育成、加速などのために研究所長のリーダーシップのも

とに研究所部長会で決定するなど、適切な取り組みがなされている。 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 障害者研究の拠点としての役割を果たすためにも、今後とも研究予算の確保については、努

力を続ける必要がある。 

 

４ 組織・施設設備・情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制  

 

平成２０年度には発達障害者情報センターが設置されるなど、政策的要請への対応に基づく組

織の見直しも進められている。近時の研究開発・調査活動の量的拡大や質的な高度化に適切に

対応していくためには、研究に必要な人的資源の確保に向けた取組が引き続き必要である。現下

の政府における厳しい定員管理の下にあっても、主任研究官の増員への取り組みや、定員外の

客員研究員、分担研究者・研究協力者の活用により研究体制の確保に努めていることにより研究

の質を高めることが重要である。 

折しも平成１９年度には「国立障害者リハビリテーションセンターのあり方検討委員会」を設置し

センター内での検討作業が、また、２０年度には「国立更生援護機関の今後のあり方に関する検

討会」が設置され、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部としての検討が行われてきており、

ミッション並びに組織に関する検討が真摯に進められている。今後、これらの検討結果に基づい

て研究所の組織の見直しも進められ、一層効果的に研究事業の取り組みが進められるようにな

るものと期待する。 

施設設備に関しては、ｆＭＲＩ（機能的磁気共鳴画像装置）、ＭＥＧ（脳磁界計測装置）、ＮＩＲＳ（近
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赤外分光脳機能測定装置）、３次元動作解析装置等の整備が進められてきており、また、免荷歩

行トレーニング用動力付装具システムなど、新しいコンセプトに基づくリハビリテーション研究設備

なども積極的に整備されている。ただし、研究成果の先駆性の観点から他の研究組織に対して優

位性を保つためには常に施設整備の更新を怠らないように努力する必要がある。 

情報基盤に関しては、セキュリティ管理を含め、基本的な機能の確保は行われており、特に情

報システムの整備と共に管理体制の見直しを進めることにより、利便性の向上とセキュリティのレ

ベル向上を図る努力をしてきていることは評価できる。 

研究支援体制に関しては、嘗ての管理指向的な意識からの変革が浸透し研究推進において研

究現場との車の両輪の一方として研究推進を支援するとの意識が行き渡っていることが見受けら

れる。外部研究資金の委任経理業務に関しては、コンプライアンス遵守に向けた仕組みも含め円

滑な業務を実施する体制が整備されている。知的財産獲得の支援体制に関しては、職務発明規

程の整備を行うとともに、電子申請のための整備を行い、直接申請を可能としてきた。１５年５月

に厚生労働省にＴＬＯとしてヒューマンサイエンス技術移転センターが発足、職務発明規程は各研

究機関で制定する代わりに厚生労働省共通のものとして運用している。 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 知的障害、精神障害、発達障害など新たな障害分野における福祉機器や支援技術等の研

究開発を進めるために機能の強化が必要であり、組織全体のあり方の議論を見直しの好機

ととらえて新規事業に応えてほしい。 

 今後の課題は、センター全体として ICT 利活用を推進するために管理運営体制を整備する

必要がある。 

 

５ 共同研究・国際協力等外部との交流  

 

研究内容が広範囲な専門領域を含むような場合はもとより、基礎的な研究から応用研究に研

究フェーズがシフトするほどさまざまな専門家の協力が必要となる。また、障害当事者の研究開

発への参加は、障害者支援技術の研究開発では不可欠である。 

研究所では、平成 16～18 年度に科学技術振興調整費による「障害者の安全で快適な生活支

援技術」プロジェクトを産業技術総合研究所、東京大学、横浜国立大学、静岡県立大学との連携

により実施し大きな成果を上げるなど、共同研究を積極的に進めてきた実績が認められる。産官
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学連携に関しては、文部科学省科学技術振興調整費、厚生労働省メディカルフロンティア研究費

（医用工学研究による骨・関節疾患対策・創薬等推進事業）、身体機能解析・補助・代替機器開発

研究事業などの制度を活用している。 

国際協力に関しても、フランス、ロシア、カナダ、中国、韓国など海外からの研究者を受け入れ

て研究所内で共同研究を実施してきた。従来からの継続として、JICA 補装具製作技術者研修会

では毎年４～５名の義肢装具専門家を途上国より招聘、３ヶ月間の研修を行っている。ISO

（TC168 義肢装具、TC173 福祉用具、TC173/SC1 車いす、TC173/SC2 福祉用具分類） のエ

キスパートとして国際標準の制定に協力しているほか、国際リハビリテーション協会福祉機器・ア

クセス委員会（RI-ICTA）、などの活動も積極的に取り組んでいる。 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 内外の最新の研究成果を踏まえた質の高いものとしていくためには、内外の研究者との共

同研究・交流を積極的に進めていくことが不可欠であることから、共同研究・交流の機会を増

やしていくよう取り組んでいくべきではないか。 

 限られた予算等のなかで効率的な研究開発を進めるためには、外部機関との共同研究や外

部競争資金の活用を図ることが重要である。 

 産学官や他の臨床現場を有する機関等とのネットワークを構築し、障害者のリハビリテーショ

ン技術に関する調査、研究開発の主導的な役割を担うことが必要ではないか。 

 当センターはＷＨＯ指定研究協力センターの指定を受けていることから、国連やＷＨＯなどの

国際機関を通じた貢献を強化するとともに、ＪＩＣＡ等の国際協力についても引き続き積極的

に進めるべきである。 

 

６ 研究者の養成及び確保並びに流動性の確保  

 

研究所においては、流動研究員制度を設けてリハビリテーション分野における若手研究者の確

保と養成を図ってきている。確保にあたっては、各大学へ募集要項を送るとともにホームページへ

掲載するなどして広く公募を行い、筆記試験および面接試験により、研究能力と研究所のミッショ

ンへの適合性の両面のバランスを考慮するなど、適切な採用への努力が行われている。 

研究者の個人評価に関しては、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」の「第５編研
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究者の業績の評価の実施方法」の規定に基づき、研究所として研究者（流動研究員、特別研究

員等を含む）の自己点検と評価者による評価と評価結果のフィードバックという工程が定着してい

る。評価結果は待遇や研究費の面での具体的な還元には結びついていないが、より効果的な研

究活動の推進という観点から効果が得られているものと考える。 

研究職員の欠員に伴う採用に関しても一般公募に基づくシステムを採用しており透明性と公平

性を踏まえた適切な人材確保の努力が行われている。 

研究員の流動性に関しては、数字上ではあるが全職員が入れ替わるのに要する期間が 20 年

間となっており、退職者の８２％が大学へ転出している。この種の研究所の流動性としては今のと

ころ特に問題はないが、少子化により大学の学生数が減少している現状があり、今後は状況の変

化が懸念される。 

この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 流動研究員は重要な研究戦力であり、有能な流動研究員を確保することは研究所の成果を

高める上で重要なことである。より有能な人材を確保するためには、現在の賃金水準を高め

るなどの待遇条件の見直しが必要ではないか。また、流動研究員の増員についても努力す

べきではないか。 

 

７ 専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組  

 

研究所として研究論文ならびに知的財産という形で研究成果を公表し社会に貢献するという基

本的な取り組みが十分になされているが、さらに、行政への協力を通しての社会貢献、講演会・シ

ンポジウムの開催やアウトリーチ活動による専門的知識の普及活動、出版物並びにホームペー

ジでの情報発信活動などが積極的に進められている。 

たとえば、補装具の給付品目のための予備調査ならびにこれに関連する事業では、座位保持

装置の給付のための基準を作成し、障害者の安全な座位保持の確保に貢献してきている。行政

関係各種委員会、学会等における社会貢献については、平成１２年の国家公務員倫理法の施行

当初は不慣れなための手続き上の問題もあったが、現在では、ほぼスムーズに執行されている。 

また、研究成果等を広く社会に向け広報することも重要な社会貢献である。国際福祉機器展に

おいて本研究所のブースを設け展示を行っているほか、平成 18 年度より、研究所の一般向け公

開（オープンハウス）を実施している。 
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この項に関する指摘事項は以下のとおりである。 

 障害者の安心・安全のために、福祉機器の安全性、耐久性等の試験などを行ってきたところ

であるが、今後はこの役割をさらに発展させ認証機関としての役割を果たすことを検討する

必要があるのではないか。 

 研究成果の普及については、障害者の数が少ないことから、企業等で容易に実用化するこ

とができず、またマスコミなどで取り上げることも少ないことから、周辺の人にはなかなか認

知されない面がある。そこで、周辺の人々に影響を与えるような工夫（シンポジウムや独自の

福祉機器展等）が必要ではないか。 

 地域レベルでの政策立案や調整の重要性を踏まえ、地元所沢市において地域への貢献を

積極的に進め、これを一つのモデルとして確立し、全国展開への積極的な協力を進めるこ

と。  

 

８ 倫理規程、倫理審査会等の整備状況  

 

国の指針に則って倫理審査委員会、動物実験委員会、ヒトゲノム・遺伝子解析倫理委員会、遺

伝子組換え安全委員会が設置されており研究計画の審査が適切に行われている。 

 

９ その他  

 

    特になし  
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機関評価にかかる対処方針 

 

国立障害者リハビリテーションセンター 

研 究 所 長  諏訪 基 

 

平成２１年３月３０日付にて国立障害者リハビリテーションセンター研究所評価委員会委員長か

ら提出された「評価報告書」（別添）において、当研究所の運営に関して改善が求められた諸事項

に関しては、平成２１年度以降において、下記の方針により対処するものとする。  

記  

Ⅰ 研究・開発・試験・調査・人材養成等の状況と成果について 

＜改善を求められた事項＞  

1 研究所は、国立唯一の障害者研究の拠点であり、医療・福祉の臨床現場を有するなど他の大

学・研究所にはない優位性を活かしつつ、国立研究所としてのミッションの達成に向けての一

層の努力と、リーダーシップの発揮を期待したい。 

＜対処方針

・ 研究所としてもこの優位性を活かした取り組みを一層進めたいと考えている。従来の座位

保持装置の適合のためのシーティングクリニックでは病院と研究所のスタッフによる共同作

業の有効性を実証し、また、Ｌｏｋｏｍａｔを用いた歩行機能回復のリハビリテーション技術で

は、病院の入院患者の協力を得ることにより、他の研究機関では行えない実践的研究を進

めてきている。研究所としてのコア・コンピタンス（中核技術）を確立することによって、リー

ダーシップが発揮できるように進めて行きたい。 

＞  

 

＜改善を求められた事項＞ 

２ 研究所本来の業務の他にセンターの他部門と連携して、センターとして障害者の医療並びにリ

ハビリテーション技術の臨床開発研究機能と情報発信機能の実現を図ることをもくろんでも良

いのではないか。研究所として具体化に貢献する方策を検討してほしい。そのためにも、臨床

データや社会的ニーズの集積と評価分析を行うことにより、障害者施策に反映できるような研

究テーマの企画立案を行う機能の強化が必要である。 
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＜対処方針＞ 

・ センター全体がナショナルセンターとして障害者の医療やリハビリテーション技術の研究開

発機能を求められているところでもあり、そのためにはセンターとして事業の企画・立案機能

を独自に備えている必要があることから、当面は発達障害情報センターなどの新規事業の

推進を事例として企画・立案機能と情報発信機能の具体的な設計を試みたい。 

 

＜改善を求められた事項＞ 

３ 旧名称「国立身体障害者リハビリテーションセンター」の変更により、「身体」が取れ対象範囲

が広くなったことから、それに見合う機能を十分に発揮させるために、人員、研究費などの拡大

を働きかけるべきではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 従来の枠を超えた障害全体に対応し、ナショナルセンター研究所としての機能を十分に発揮

するためには、人員・研究費の拡大・充実は必要であると考えており、そのための努力を行っ

ていきたい。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

４ 研究成果等を踏まえ、行政に対して積極的に政策提言を行っていくこと。 

＜対処方針＞ 

・ 研究成果等をふまえ、行政に対し政策提言も行っていくことが、研究所の重要な使命である

との認識に立って、臨床現場のニーズと共に行政ニーズの把握を的確に行う努力を果たす

ことで、要望に応えて行きたい。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

５ ロコマットの訓練で制度上入院患者を対象にできないことなどから、少数の症例とどまっている

とあるが、成果が上がっているので幅広く使用できるように工夫すべきではないか。 

＜対処方針＞ 

・ ロコマットは国内では医療機器として認定されていないので、治療用としては使用できない。

そのため、１）ロコマットによる治療目的で患者を入院させることができないこと、２）研究の被

検者として入院する場合も保険適用とならないこと、３）特定の入院患者を被検者とした場合

の公平性の問題など、積極的に入院患者を被検者とすることが現状ではできていないが、現

行の制度の中で病院と研究所がうまく連携できる仕組みを作っていきたい。 
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＜改善を求められた事項＞ 

６ 感覚機能障害系研究部においては、機器開発から特定の障害者を対象とした政策研究まで

幅広く研究対象として取り組んでいるが、どれも規模の大きな普及や啓発のためには他の領

域や機関の研究者と連携を深めるべきではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 感覚機能系障害研究部における機器開発では、障害者のニーズに合致する機能を持ち合

わせるかどうか研究初期の段階から慎重に調査研究を行うばかりでなく、行政の福祉機器

関連部門と意見交換することにより社会に受け入れられるよう努めている。また、政策研究

では常に社会医学系、福祉系、全くの人文科学系及び行政担当者と連携を取りながら研究

を進めているところであるが、今後は当部の研究テーマが学会単位で連携が行なえるような

取り組みに発展させたい。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

７ 福祉機器開発部においては、義肢、感覚障害、高齢者、認知症と広い領域に関して、現場か

らのニーズと先端的な技術のマッチングを図り、福祉機器の研究に取り組んでいる点は評価で

きる。今後、福祉機器の研究に関して、日本全体の方向性を導くような中心的な存在となるべ

く、さらなる進展が必要である。また、日本の代表として、国際舞台への展開も積極的に進める

べきである。 

＜対処方針＞ 

・ 福祉機器に特化した研究を中核として位置づけ、それを利用する人とその生活を十分に把

握し機器を考える研究に取り組んでおり、その成果が出ていると考えている。今後とも使用

者と機器のマッチングを重視するオーファン・プロダクツの開発研究をさらに推し進めるととも

に、一般製品への波及効果を視野に入れた研究にも取り組んでいきたい。補装具費支給制

度における適合技術については、日本全体を考えた取り組みを検討中であり、実現にむけ

たさらなる展開を考えたい。このような行政への貢献に関連する研究も当部の一つの役割と

して考えている。ＩＳＯの規格作成などではすでに国際舞台での貢献も行っており、今後も積

極的に取り組んでいきたい。 
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＜改善を求められた事項＞ 

８ 動力股義足はすばらしい技術であるので、今後実用化を図って欲しい。マーケットが小さい福

祉機器に関して、市販化に向けた方策も考える必要がある。 

＜対処方針＞ 

・ 本股義足の最大の特徴は、単純な制御機構で実際の動きに近い歩行を実現した点にあり、

十分実用化に値すると考えている。なお、股義足装用者が全国で７００名程度と見積もられ

ており、企業が商品化するには市場が小さすぎるという問題点があるため、ビジネスモデル

もあわせて提案していく必要がある。また、海外市場を見込めば、需要は飛躍的に増大する

可能性もあるが、そのためには、さらに洗練された技術にする必要があることから、今後共

同研究先の企業と実用化に向けた検討を行っていきたい。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

９ 北海道浦河町のフィールドスタディーについては、地域にどのように貢献したのか。今後の見

通しはどうか。 

＜対処方針＞ 

・ 平成 15 年以来、北海道浦河町の(社)浦河べてるの家(以下、べてるの家)を中心に研究を

進めており、その成果としては、避難訓練の主体的な参加者としては考えられていなかった

認知・知的障害者や精神障害者が、適切な環境と新規開発したマルチメディア・マニュアル

により未経験の津波に対する避難計画の策定と避難訓練に主体的に参加できることを初め

て明らかにした。 また、防災活動の主体を浦河町役場、べてるの家など地域組織に継承す

ることに成功し、研究課題を浦河町における「肢体不自由者・自閉症者・高齢者など他の災

害時要援護者の支援」と「組織の防災計画支援」に発展させることができた。現在さらに、「情

報格差を解消するための国際規格の制定に関する研究」、浦河町における「精神障害者の

就労支援」と「地域障害福祉財政」の課題で研究を継続しているところである。 
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＜改善を求められた事項＞ 

１０ 筋電義手の普及について、正しく装着し支援する能力を有するところは限られているので、そ

の施設を限定して支給する方法が考えられるが、その仕組みを具体化して政策提言してほし

い。 

＜対処方針＞ 

・ 筋電義手の普及については、積極的に症例を集め、病院の訓練部と共同して、効率のよ

いリハビリテーション手法の開発を行う。また、筋電義手がいかに QOL 向上に貢献すること

ができるかに関し測定する指標の開発も行い、筋電義手の普及に努める。このようなリハビ

リテーションモデル作りを行い、拠点医療機関を増やしていくことが必要と考えている。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

１１ 発達障害情報センターについての今後の展開はどのように考えているか。 

＜対処方針＞ 

・ 発達障害情報センターにおいては、①発達障害に関する国内外の研究、施策、支援情報

についての収集・検証、②ウェブサイト、ポスター、パンフレット、シンポジウム等を通じて発

達障害に関する最新かつ信頼できる情報の提供、③発達障害者支援にかかる調査・研究、

④全国自治体の発達障害者支援センターと連携しその核となって支援のニーズに応えるこ

と、を中心に運営していく。 
 

 

 

Ⅱ 研究開発分野・課題の選定について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 先駆的な研究課題と臨床現場のニーズに応えるための研究課題の両者とも積極的に取り上

げようとする努力は評価できるが、基礎的研究課題と応用的研究課題のバランスを常に考慮

して進めてほしい。また、現時点では他機関では症例が少なくて効果的な臨床研究ができない

ような障害に関して、ナショナルセンターとして積極的な取り組みを期待したい。そのためにも、

センターとして重点課題を検討し戦略的に症例を集める方策を駆使するなど、現場のニーズに

応え、かつ先駆的な意義のある研究の推進に向けてマネージメントに工夫の余地があると考

えられる。 

＜対処方針＞ 

・ 基礎的研究課題と応用的研究課題への比重の置き方には十分配慮しながら研究所運営を

進めていく所存である。 
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＜改善を求められた事項＞ 

２ 臨床現場の課題を解決するための研究課題の推進では、組織横断的な取り組みが不可欠で

あることから、センター内の部門間での連携と必要な専門スタッフの活動を円滑かつ効果的に

引き出す仕組みが必要ではないか。そのための方策としてセンター内に研究期間と目標を明

確にしたプロジェクト研究の実施体制を検討し試行してみては如何か。 

＜対処方針

・ プロジェクト型の研究手法は有効な方法の一つであると考えており、研究所部門間の連携

はもとより、病院・更生訓練所も含めた連携を進めていきたい。センター及び研究所の組織

設計は縦割りの構造にはなっているが、障害者を中心に医療やリハビリテーション、就労

支援などの課題を解決するためには、部門を越えた専門家の連携が必要であることを踏ま

えて、課題解決のためのチーム構成をダイナミックに実現する仕組みの検討と試行を重ね

て行きたい。その一つのケーススタディーの対象として発達障害支援事業なども積極的に

活用していきたい。 
 

＞ 

＜改善を求められた事項＞ 

３ 高次脳機能障害の取り組みでは、研究所がコアとなって幅広く他機関と連携を進めることによ

って効果的な事業展開を図ることができたが、今後もこのようにナショナルセンターとして他機

関との連携を必要とする課題の推進が研究所に期待されると考えられることから、今までのノ

ウハウの蓄積と活用、人材の養成などの努力を怠らないでほしい。 

＜対処方針＞ 

・ 研究開発成果の社会還元を進めるという政策的な観点から、障害福祉分野を対象とする研

究課題を遂行するためには、行政の制度設計部署を始めとする多様な機関との連携が不可

欠となる。高次脳機能障害の経験を活かしつつ、研究所が中核機関となって課題解決型の

研究事業に取り組んでいく所存である、効果的な実施に資する体制のあり方についての検

討も進めていきたい。 
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＜改善を求められた事項＞ 

４ 重点化する研究分野については、選定する手順が現時点で必ずしも明確になっていない。今

後、研究所として課題選定の機能を整備しておく必要がある。 

＜対処方針＞ 

・ 研究所の研究活動の中から重点化する分野は必然的に絞られる場合もあるが、重点課題

の選定を意図とした幅広い重点課題の調査活動も行いたい。当面は、ニューロリハビリテー

ション、脳科学研究のリハビリテーションへの応用、福祉機器の種類による適合・評価技法

などを重点課題として取り上げていくことを考えている。 
 
 
Ⅲ 研究資金等の研究開発資源の配分について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 障害者研究の拠点としての役割を果たすためにも、今後とも研究予算の確保については、努

力を続ける必要がある。 

＜対処方針＞  

・ 外部資金の獲得への努力も含め、今後とも国立の研究所としての使命を果たすため、財政

基盤の確保について努力していきたい。 
 

 
 

Ⅳ 組織・施設設備・情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 知的障害、精神障害、発達障害など新たな障害分野における福祉機器や支援技術等の研究

開発を進めるために機能の強化が必要であり、組織全体のあり方の議論を見直しの好機とと

らえて新規事業に応えてほしい。 

＜対処方針＞ 

・ 研究所として戦略的に重点化する分野（ニューロリハ、脳科学など）については、研究体制

の見直しと研究予算並びに人員の重点的配分、研究設備の整備等を含めた機能の強化を

進める。 
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＜改善を求められた事項＞ 

２ 今後の課題は、センター全体として ICT 利活用を推進するために管理運営体制を整備する必

要がある。 

＜対処方針＞ 

・ 情報基盤に関しては、効果的・効率的運用を目指し、全体的かつ長期的な見通しを立てる努

力をしてきているが、システムのセキュリティーを確保する上からも一貫性を備えた管理運営

体制の整備が必要と考えている。センターの関係部署とも相談をして、できるだけ早期の実

現を図るように努力をしたい。 
 

 
 
Ⅴ 共同研究、国際協力等外部との交流について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 内外の最新の研究成果を踏まえた質の高いものとしていくためには、内外の研究者との共同

研究・交流を積極的に進めていくことが不可欠であることから、共同研究・交流の機会を増やし

ていくよう取り組んでいくべきではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 共同研究、研究者招聘、セミナー・講演会の開催などの機会を増やす努力を続ける所存で

ある。 
 

 

＜改善を求められた事項＞ 

２ 限られた予算等のなかで効率的な研究開発を進めるためには、外部機関との共同研究や外

部競争資金の活用を図ることが重要である。 

＜対処方針＞ 

・ 科学技術振興調整費により産業技術総合研究所や東京大学等と共同研究を実施し高い評

価を受けた実績もあり、今後とも本格的な共同研究の実施を可能とする外部資金の獲得に

積極的に取り組む。 
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＜改善を求められた事項＞ 

３ 産学官や他の臨床現場を有する機関等とのネットワークを構築し、障害者のリハビリテーショ

ン技術に関する調査、研究開発の主導的な役割を担うことが必要ではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 発達障害情報センターにおいては、各県における発達障害支援センターとのネットワークを

視野に入れており、これを基に障害に関する情報発信機能の強化を図っていく。 

 

＜改善を求められた事項＞ 

４ 当センターはＷＨＯ指定研究協力センターの指定を受けていることから、国連やＷＨＯなどの

国際機関を通じた貢献を強化するとともに、ＪＩＣＡ等の国際協力についても引き続き積極的に

進めるべきである。 

＜対処方針＞ 

・ 国連やＷＨＯなどの国際機関及びＪＩＣＡへの協力などは重要であると考えており、今後とも

引き続き国際協力を推進していく。また、福祉機器分野におけるＩＳＯの規格作成などではす

でに国際舞台での貢献も行っており、今後も積極的に取り組んでいきたい。 
 

 

 

Ⅵ 研究者の養成及び確保並びに流動性の確保について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 流動研究員は重要な研究戦力であり、有能な流動研究員を確保することは研究所の成果を

高める上で重要なことである。より有能な人材を確保するためには、現在の賃金水準を高める

などの待遇条件の見直が必要ではないか。また、流動研究員の増員についても努力すべきで

はないか。 

＜対処方針＞ 

・ 流動研究員の処遇改善及び増員について、引き続き改善するよう努力していく。 
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Ⅶ 専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組について 

＜改善を求められた事項＞ 

１ 障害者の安心・安全のために、福祉機器の安全性、耐久性等の試験などを行ってきたところで

あるが、今後はこの役割をさらに発展させ認証機関としての役割を果たすことを検討する必要

があるのではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 安全性、耐久性の評価については、現状でも行っているところであるが、「認証」のあり方に

ついて検討し、認証機関の必要性等について提言して行きたい。 
 

＜改善を求められた事項＞ 

２ 研究成果の普及については、障害者の数が少ないことから、企業等で容易に実用化すること

ができず、またマスコミなどで取り上げることも少ないことから、周辺の人にはなかなか認知さ

れない面がある。そこで、周辺の人々に影響を与えるような工夫（シンポジウムや独自の福祉

機器展等）が必要ではないか。 

＜対処方針＞ 

・ 研究成果の普及については重要であると考えており、研究所の一般公開などを実施してい

るが、今後も様々な方策を検討していきたい。 

 

 

＜改善を求められた事項＞ 

３ 地域レベルでの政策立案や調整の重要性を踏まえ、地元所沢市において地域への貢献を積

極的に進め、これを一つのモデルとして確立し、全国展開への積極的な協力を進めること。  

＜対処方針

 

＞  

・ 地域における実践モデルの開発・実施は重要であり、地元所沢市とも協力しながら進めて行

きたい。 
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